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事実の概要

　本件は、破産者・株式会社Ａ社（整骨院、鍼灸
院等の経営及びコンサルタント業）名義で登録され
た自動車（以下「本件自動車」という。）を、被告Ｙ（Ａ
社取締役）が占有しているとして、破産管財人で
ある原告Ｘ（令和元年 9月 6日付けで東京地方裁判
所において破産手続開始決定を受け、破産管財人に
選任）が、Ｙに対し、本件自動車の所有権に基づき、
本件自動車の引渡しを求めたところ、Ｙは、所有
権は自分にある等と主張し、Ｘによる引渡しを拒
んでいる。
　本件自動車は、平成 30 年 2月 22 日付けで、「所
有者」を破産会社Ａ、「使用者」をＹ、使用の本
拠の位置をＹ住所地として自動車登録ファイルに
登録されている。そこで、Ｘは、主張①：破産管
財人として、破産者の財産の管理処分権を取得し
たことを根拠に自動車の所有権はＸに帰属し、自
動車の対抗要件（道路運送車両法 5条 1項）を具備
しており、いわゆる民法 177 条の「第三者」と
してＹに対抗できる、主張②：仮に、ＹがＢから
購入した真正所有権者であっても、登録名義をＡ
とする虚偽の外観をＹ自ら作出しており、Ｘは、
前記外観につき新たに法律上に利害関係を有する
に至った「第三者」に該当し、Ｙの本件自動車購
入について善意であるため、民法 94 条 2 項の類
推適用により対抗できる旨主張した。
　これに対し、Ｙは、さきの①について、登録名
義をＡとしたのは、Ａの会計士が現物出資として

会社名義にすれば減価償却の分、Ｙが現金を保有
できる、とのアドバイスを受けたためであり、購
入代金を全額出捐している以上、本件自動車の所
有権はＹに帰属するため、Ａは、本件自動車に対
しては無権利者であり、破産管財人Ｘは当該自動
車に権利を取得するものではないため、民法 177
条の「第三者」に該当しない、②に対し、そもそ
も民法 94 条 2 項により善意の「第三者」を保護
する趣旨は、意思表示の外形を信じて取引に入っ
た者を保護する（権利外観法理）ためであり、破
産管財人Ｘが民法 94 条 2 項類推適用によって保
護されるためには、Ｘが虚偽の外観を真実である
と信じたことについて立証する責任を負う、と主
張した。

判決の要旨

　認容。
　主張②に対し、「仮にＹが本件自動車を前所有
者から購入したとしても、Ｙは、破産者が本件自
動車の所有者であるとの虚偽の外観を自ら作出し
たものである。そして、Ｘは、……破産者の破産
管財人に選任され、破産手続開始決定により破産
財団に属する破産者の財産について管理処分権を
付与された者であり（破産法 78 条 1 項）、破産
手続開始決定時における差押債権者と同視され、
破産債権者全体の共同の利益のために善良な管理
者の注意をもってその職務を行なわなければなら
ない者であるから、本件自動車が破産財団に属す
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るかどうかを主張するにつき、法律上利害関係を
有する者である」【判示事項 1】としＸの主張を
認めた。
　そして、「破産管財人は、あくまで管理機構と
して破産財団の管理に当たる者にすぎないから、
破産者が本件自動車の所有者でないことについて
の善意・悪意は、破産債権者を基準とすべきであ
り、破産債権者の一人でも善意の者があれば足り
ると解されるところ、破産債権者の全員が、破産
手続開始決定時に、破産者が本件自動車の所有者
でないことについて悪意であったとは想定し難
く、破産債権者の少なくとも一人は破産者が本件
自動車の所有者でないことについて善意であっ
たと推認するのが相当である。」【判示事項 2】と
し、Ｘは、「民法 94 条 2 項の類推適用により保
護される第三者に該当すると解するのが相当であ
る。（最高裁昭和 33 年（オ）第 60 号同 37 年 12
月 13 日・集民 63 号 591 頁参照）」（下線引用者）

判例の解説

　一　本判決の特色
　本判決は、破産者Ａ名義自動車の真正権利者だ
と主張し引渡しを拒むＹに対し破産管財人Ｘが、
主張①（民法 177 条による対抗問題構成）、主張②
（民法 94 条 2 項類推適用による無権利構成）により
明渡しを求めたところ、最判昭 37・12・13（集
民 63 号 591 頁）１）を引用し、主張②を入れてＸ
の請求を認容した。①②の主張は、破産管財人が
各規定の「第三者」に該当することを前提にした
主張であり、これまで判例・通説ともに両条につ
いて破産管財人の「第三者」性を肯定する立場で
ある（詳細は二、三）。しかし、本件では、①の当
否を検討することなく２）②に対し、(a) 破産管財
人の本項の「第三者」該当性（【判示事項 1】）、(b)
同項の「善意」性の判断基準と立証責任【判示事
項 2】について検討し判断した。(a) については、
引用判決に従い、破産財団に属する破産者の管理・
処分権は、破産管財人に移転（破産法 78 条 1 項）
する。これは実質的な包括的差押えであり、個別
執行等をしたならば差し押さえることができた財
産は破産財団に取り込まれるべきものであり、取
り込まれた財産の破産債権者は個別執行が禁じら
れる（同法 42 条）ため、結果、破産管財人は破
産者名義の自動車が破産財団に属するか否かを主

張する「法律上利害関係を有する者」として民法
94 条 2 項の類推適用により保護される「善意の
第三者」に該当するとした。本件で特に問題とさ
れたのは、(b) の問題である。同項の「善意」性は、
同条 1項をふまえ、破産手続前に一定の関係を結
んだ破産債権者を基準にすべきか、「第三者」で
ある破産管財人Ｙを基準にすべきか。そしてその
際の立証責任は誰か。この点について、原則、破
産管財人は「善意の第三者」であり、Ｙにおいて
破産債権者全員が善意でないこと（悪意）を立証
できなければ無効をＸに主張できないとした。本
判決は、第三者に課せられている立証責任３）を
事実上転換したものといえる４）。引用判決は、破
産管財人の職務上の責任（善管注意義務）を根拠
に選任後は同項で「保護される第三者」になると
の立場を示し、その直前に出された下級審裁判例
でも、破産債権者の「全員が悪意であるという特
別の事情のある場合」を除き原則として破産管財
人は本項の「善意の第三者」とした５）。本判決は
判例の流れに沿う判断である。特に本判決では、
破産債権者の「少なくとも一人」が善意であれば、
という表現を用いており、これは近時の通説的
見解６）が用いる表現に類似（「その中に一人でも」）
することから同見解に則った判断といえる。

　二　破産管財人と民事実体法上の「第三者」
　破産管財人の法的地位の捉え方については破産
法において議論が錯綜している７）が、今日では、
「破産管財人」という法的立場をもって当然に民
事実体法上の第三者性を肯定するのではなく、民
事実体法上の個別の規律ごとに、破産管財人を「第
三者」として扱うべきか否かを検討すべきと解す
るのが通説的立場である８）。
　主張①で根拠とされた民法 177 条は、不動産
物権変動は対抗要件（登記）がなければ「第三者」
に権利主張することが許されない。公示をしな
かったことによる不利益を課すことで取引の安全
を図ろうとする趣旨の規定である。本規定の「第
三者」とは、「当事者もしくはその包括承継人以
外の者で、不動産物権変動に関する登記の欠缺を
主張する正当な利益を有する者」と解される９）。
破産管財人は、破産手続により破産財団に組み込
まれた財産の所有権を取得するものではないが、
学説 10）・判例 11）は、破産債権者の利益のために「独
立の地位」（破産財団の管理機関）を有する者であ
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り破産者の「一般承継人ではない」ことを根拠に
第三者性を認めている 12）。

　三　破産管財人の民法 94 条 2 項「第三者」
　　　該当性
　主張②で根拠とされた民法 94 条 2 項は、意思
表示が真意と異なることを当事者が互いに知って
いるため、当事者間で無効（同条 1項）だとして
も、表示行為の外観を信頼した第三者を保護しよ
うとする趣旨の規定である。不動産登記に公信力
が認められていない我が国において、無効な不動
産登記を信頼した第三者の保護のために、虚偽の
登記（外形）の作出・承認を「帰責性」と評価し、
民法 94 条 2 項を類推適用することでその保護を
図っている。同項の「第三者」について、一般的
には、虚偽の意思表示の当事者及びその包括承継
人以外の者で、外形行為によって形成される法律
関係に対し、別の法律原因によって新たに法律上
の利害関係を有するに至り、そのために虚偽表示
の無効を主張する者と相反する法律上の利害関係
を有するに至った者と解され 13）、かつては、直
接の利害関係が前提であるとの理解であった 14）

が、今日では本判決【判示事項 1】で示したよう
に、破産管財人は、破産手続開始時に差押債権者
と同視されることから、虚偽表示の無効を主張す
る者と相反する法律上の利害関係を有するに至っ
た「第三者」であり、破産者に属する旨の外形が
作出され、破産手続開始決定があれば真正権利者
に権利主張し、当該財産を破産財団所属の財産と
して換価することができる立場を根拠に破産管財
人に「第三者」性を認めている。

　四　94 条 2 項の「善意」性の判断基準と
　　　立証責任
　破産管財人が民法 94 条 2項（類推適用）の「善
意の第三者」に該当するとして、その「善意」性
の判断も破産管財人を基準にするのか。この点に
ついて、(a) 破産管財人を基準とする立場 15）、(b)
破産債権者を基準とする立場があり、本判決は (b)
に立ち、破産債権者の中に一人でも善意者がいれ
ば、破産管財人はその地位を援用できるとした。
「善意」の立証について、第三者に負担させると
「破産債権者全員が当該自動車の存在を知らなけ
れば、その保護を受けられない」とし、過重な立
証に破産手続実務から批判があった 16）。本判決

はその批判に応えるかたちで、真正権利者におい
て破産債権者全員が悪意であること 17）を立証す
べき 18）とした。本判決によれば、Ｙに対抗でき
る「第三者」の善意性が他人の主観的態様を基準
にしており、実体法上の権利者（破産債権者）が
複数名いる場合に各権利者の主観的態様に応じた
法効果が与えられないことになる。破産債権者の
中に事情を知っている悪意者や虚偽の外観が信頼
に値しないような外観であるのに単純に信じたよ
うな者が含まれていても、その者に悪意や過失の
責任を一切問わず、一人でも「善意」の破産債権
者がいることで悪意・有過失の者の債権が破産管
財人を通じて実現されることになる。破産手続が
包括的執行であるとしてもなおこのような結論に
ついて十分な理由付けがないため疑問が残る。

　五　本判決の射程
　民法 94 条 2 項類推適用が認められる場合とし
て、虚偽の外観を真正権利者自ら作出した場合（外
形自己作出型）の他、他人が作出した場合（外形
他人作出型）で、事前承認等の意思的関与がない
場合でもその外観を承認・放置等したならばそれ
を帰責とし類推適用を認める 19）。この点に対し
学説からは、類推適用の範囲を超えるとの批判が
あり 20）、仮に認めるのであれば、「善意」に加え
「無過失」を保護要件とすべきとする立場 21）も有
力に説かれている。では、意思的関与もなく、事
後承認・放置もなく作出された外観が真正権利者
の意思に合致していない「意思外形非対応型」の
場合はどうか。近時の判例は、虚偽の外観作出の
「原因」を作ったにすぎない場合にも外形自己作
出型や外形他人作出型と「同視しうる」重い帰責
性を問い、94 条 2 項及び 110 条の類推適用を認
める 22）ため、学説から批判が強い。本判決では、
本事案を「外形本人作出型」と認定し、破産管財
人により推定された「第三者の善意」以外には保
護要件を求めていない。同類型に対する判例と同
様の立場といえる。では外形他人作出型、意思外
形非対応型にも本判決は影響を与えるか。真正権
利者側に虚偽の権利外観を作出した「帰責性」が
高いと判断される場合には適用される可能性があ
るため、外形他人作出型には影響があると考える。
しかし、「意思外形非対応型」の場合には破産管
財人の第三者性自体を認めない立場 23）も存在す
るが、意思的関与もなく、帰責性が低い場合が想
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定されるため直接影響を与えるものではないと考
える 24）。破産管財人が民法 94 条 2項の第三者と
される場合の法律関係は、「通常の破産手続とは
かなり異なり」25）、そして、その解決は「政策的
および技術的考慮であり、例外的処理の余地がや
や広く残りうる」26）とされる。このような複雑な
背景を有する問題に対し、本判決は自己作出型の
場合に、破産管財人を同項の「善意の第三者」と
推認し、破産債権者の悪意の立証がない真正権利
者に対する権利主張を認容した事例判決として同
種の事例の参考となろう。

●――注
１）引用判決が同項「第三者」の問題ではないとするのが
石田穣「判批」別ジュ52 号（1976 年）59 頁。また、破
産管財人が差押債権者類似の地位を取得した事案とはい
えず「特殊な事案」とするのは、伊藤眞＝岡正晶＝田原
睦夫＝中井康之＝林道晴＝松下淳一＝森宏司『条解破産
法〔第 3版〕』（弘文堂、2020 年）606 頁。

２）主張①は自動車の所有権がＡに帰属することが前提で
ある。本件では、取締役ＹがＡに自動車を現物出資（会
社法 28 条 1 項。有効な現物出資であれば所有権は会社
に移転すると解するのが江頭健治郎『株式会社法〔第 7
版〕』（有斐閣、2017 年）84 頁）し、それに対応する登
録があり、維持経費の負担等の事情が証明できればＡに
所有権が帰属していると評価できた可能性はある。その
場合は、Ｘが 177 条の「第三者」に該当し、全破産債権
者が背信的悪意者でない限りＹに対抗できると解するの
が通説とするのが伊藤ほか・前掲注１）600 頁。

３）川島武宜＝平井宣雄『新版注釈民法 (3) 総則 (3)』（有
斐閣、2003 年）356 頁［稲本洋之助］、最判昭 39・5・
12 集民 73 巻 493 頁他。

４）金法 2162 号（2020 年）の無記名コメント 92 頁。
５）東京地判昭 32・6・3 判タ 70 号 117 頁。川島＝平井・
前掲注３）354 頁［稲本洋之助］も同じ立場といえる。

６）伊藤眞『破産法・民事再生法〔第 4版〕』（有斐閣、2018 年）
361～362 頁、伊藤ほか・前掲注１）605 頁等。

７）学説について、伊藤・前掲注６）214 頁以下によれば、
近時の有力説は、破産管財人に私人とは別の法人格を認
める管理機構人格説とする。

８）伊藤ほか・前掲注１）596 頁。
９）大連判明 41・12・15 民録 14 輯 1276 頁。
10）伊藤・前掲注６）358 頁、舟橋諄一＝徳本鎮『新版注
釈民法 (6) 物権 (1)〔補訂版〕』（有斐閣、2009 年）664 頁［吉
原節夫］は、広く、「同一不動産上に直接一種の支配関
係を取得した者」も第三者に入るとする。

11）最判昭 38・7・30 集民 67 号 175 頁、自動車所有権留
保事案において対抗要件（登録）の有無により判断した
事案として最判平 22・6・4民集 64 巻 4号 1107 頁。

12）その他、破産管財人の実体法上の地位について、467
条 2 項の「第三者」性は肯定（最判昭 58・3・22 判時
1134 号 75 頁）するが、96 条 3 項「第三者」性は、議
論があり、有力説は詐欺被害者保護の要請等から否定説
であるとするのが伊藤ほか・前掲注１）607 頁。

13）最判昭 42・6・29 判時 491 号 52 頁等、川島＝平井・
前掲注３）348～349 頁［稲本洋之助］。

14）大判大 9・7・23 民録 26 輯 1171 頁他。
15）伊藤・前掲注６）361 頁、伊藤ほか・前掲注１）605 頁。
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